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１．建設費の動向と建築費指数（建設物価調査会） 

 

 

 

建築費指数(平成 17 年＝100)  
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構造別平均建築費指数と他の物価指数（建設物価調査会） 
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主要品目別指数（建設物価調査会 14 年 12 月）東京都区内 

 

 

 

3 



 

       2．鉄筋及び型枠の価格変動 （建設物価調査会総研リポート） 

 

 

鉄筋材料価格の変動（長期スパン） 

 

 

建築鉄筋加工組み立て費の変動（長期スパン） 
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鉄筋加工組み立て及び型枠の変動（短期スパン） 
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３．主要建設資材単価の市況動向（建設物価調査会 26 年 12 月 10 日調査） 

 

 
 

 

 

 

 

 

6 



 

7 



 

建築工事市場単価の市況動向      （建設物価調査会―２６年１２月調査） 
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４．建設労働者需給調査  （国交省 26 年 11 月調査） 
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　　　　　5.　建築物着工床面積－用途別－　（国交省総合政策経済統計調査室
新設住宅は戸数（右メモリ）



建　　築　　主　　別
建築物計 公共 民間

前年比 前年比 前年比
平成１７年度 185,681 1.6 8,803 -9.9 176,878 2.2

１８ 187,614 1.0 7,970 -9.5 179,644 1.6
１９ 157,222 -16.2 7,486 -6.1 149,736 -16.6
２０ 151,393 -3.7 7,698 2.8 143,695 -4.0
２１ 113,196 -25.2 8,148 5.8 105,048 -26.9
２２ 122,283 8.0 8,403 3.1 113,880 8.4
２３ 127,292 4.1 8,177 -2.7 119,115 4.6
２４ 135,454 6.4 8,699 6.4 126,755 6.4
２５ 148,456 9.6 10,292 18.3 138,164 9.0

25．4-25．11 102,601 12.1 7,155 12.9 95,446 12.0
26．4-26．11 90,504 -11.8 6,702 -6.3 83,801 -12.2

２５年１月 10,326 4.4 508 21.8 9,818 3.6
２ 10,712 9.4 467 -5.6 10,246 10.2
３ 11,396 15.0 759 4.6 10,637 15.9
４ 12,452 13.7 914 22.2 11,539 13.1
５ 12,157 13.6 753 27.0 11,403 12.9
６ 12,763 11.8 925 -7.8 11,838 13.7
７ 12,890 12.9 969 13.8 11,921 12.8
８ 12,604 7.7 784 7.0 11,820 7.7
９ 13,474 15.4 908 23.0 12,566 14.9

１０ 13,196 8.2 984 -8.1 12,212 9.8
２５年１１月 13,065 13.9 919 52.8 12,147 11.7

１２ 12,637 10.0 697 11.4 11,940 9.9
２６年１月 12,050 16.7 906 78.3 11,144 13.5

２ 10,476 -2.2 718 53.8 9,759 -4.8
３ 10,691 -6.2 816 7.5 9,875 -7.2
４ 11,750 -5.6 1,066 16.7 10,684 -7.4
５ 10,163 -16.4 652 -13.4 9,511 -16.6
６ 11,884 -6.9 1,040 12.5 10,844 -8.4
７ 11,259 -12.7 1,068 10.3 10,191 -14.5
８ 11,308 -10.3 721 -8.0 10,587 -10.4
９ 10,878 -19.3 537 -40.8 10,341 -17.7

１０ 12,376 -6.2 945 -4.0 11,431 -6.4
１１ 10,885 -16.7 672 -26.9 10,213 -15.9

建築着工面積経年動向ー建築主別ー(国交省）
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６．各種建設市場予測 

■ 国土交通省予測（平成 26 年） 

 

 
■（一財）建設経済研究所、（一財）経済調査会経済調査研究所の予測（2013 年 10 月） 

■（株）矢野経済研究所、建設市場規模の予測（2014 年 7 月） 

 ●居住用建築市場： 

 ・2014 年度は 4 月に実施された消費増税前の駆け込み需要の反動減はあるものの、2015 年 10 月に検

討されている再増税による駆け込み需要を背景に盛り返すものと見込み、2013 年度比 8.1％減 

 ・2015 年度消費増税による駆け込み需要の反動減で前年度比 3.4％減。 

・2016 年度は前年比 1.1％減 

 ●非居住用建築市場 

 ・2014 年度は消費増税の影響等はあるものの、設備投資の回復等で前年比 0.9％減。 

 ・2015 年度はオリンピック需要等を背景に中期的には堅調に推移して前年比 0.9％増 

 ・2016 年度は前年比 1.5％増 
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７．建設業界の動向 

23 年：  

   ・東日本大震災発生（予測不能） 
   ・建設投資額がピーク時の５２％減まで縮小 
   ・東京都緊急輸送道路沿道建築物の耐震化条例施行（耐震診断義務対象 3,500 棟） 
   ・一部資材等の価格上昇開始（砕石、ダンプ等） 
24 年： 
   ・公共工事設計労務単価アップ 
   ・技能工不足の顕在化（ピーク時から 27％減）・・・年収額全産業比－26％ 
   ・建設費上昇顕著 
   ・工期遅れが目立つ 
   ・安部政権誕生（アベノミクス） 
25 年：  
   ・国交省が全工種の単価を大幅アップ・・技能労働者前年比 3 万人（0.9％）増 
   ・日本建設業連合会(元請)、全国建設業協会(下請)の両団体が適正価格での 

受注を宣言（ダンピング自粛、発注価格アップ）→民間に対してアピール 
   ・消費増税前駆け込み需要。建築着工床面積ピーク 
   ・入札不調増加←発注予定価格と実勢価格との乖離、技能工・技術者不足、 
   ・不調対応：予定価格アップ、インフレスライド条項、設計変更、工期延長等 
   ・25 年度 3 月決算の粗利は建築 3.8％（民中心）、土木 9.1％（官中心） 
26 年： 
   ・公共工事設計労務単価アップ 

・消費増税前駆け込み需要の反動で着工床面積減少 
・建設費上昇止まる・・・高値維持 
・某ゼネコン社長が「公共工事には適正価格が浸透した」と発言 
・某ゼネコン社長が平成 27 年に技能工不足解消見込み発言・・・反論多数 

27 年： 
   ・建設投資見通し 23 年時（25 年比－9％）まで縮小（建設経済研究所） 

８．白井市役所計画の価格高騰対策（新築棟の実施設計段階） 

■ 現場技能工（型枠大工・鉄筋工）不足対策 
  ・合板型枠工事・現場鉄筋組立て工事を削減 
  ・柱・梁は鉄骨造として工場製作 
  ・床は鉄板捨て型枠と鉄筋を溶接加工した工場製品を採用（2 階以上床） 
■ 資材高対策 
  ・電炉鋼材を採用（柱・梁）・・・スクラップ価格に連動（韓国・中国景気と連動） 
■ 工期短縮によるコストダウン対策 
  ・鉄骨構造＋鉄筋組み込みデッキプレート 
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９．市民の質問について 

質問：「22 年 12 月議会において補正予算を可決していたら 28 億円で可能であった？」 

 

22 年 12 月：補正予算可決 
   ・地下免震による耐震改修計画の基本設計委託費の補正予算 
  ↓ 
23 年度：基本設計 

   ・東日本大震災発生（予測不能） 
   ・免震棟 9,000+新築棟 1,000＝10,000 ㎡（約 28 億円＝21 年単価による基本計画） 
   ・庁舎整備検討委員会設置？？？ 
   ・免震棟 9,000＋新築棟 2,000＝11,000 ㎡（整備検討委員会） 
   ・東京都緊急輸送道路沿道建築物の耐震化条例施行 

（耐震診断義務、助成制度、3,500 棟） 
   ・建設費上昇開始 
  ↓ 
24 年度：実施設計 
   ・公共工事設計単価アップ 

・建設費上昇顕著 
   ・工期遅れが目立つ 
   ・安倍政権誕生（アベノミクス） 
  ↓ 
25 年度：発注（入札） 
   ・日本建設業連合会(元請)、全国建設業協会(下請)の両団体が適正価格受注を宣言 
   ・国交省が全工種の単価を大幅アップ 
   ・消費増税前駆け込み需要。建築着工床面積ピーク 
   ・入札不調増加←予定価格と実勢価格との乖離、技能工・技術者不足、改修工事 
   ・不調対応：予定価格アップ、インフレスライド条項、設計変更、工期延長、等 
   ・行政サービスを継続しながらの地下免震工法は建設大手中心、入札参加？？？ 
   ・庁舎建設等検討委員会設置？？？ 
   ・免震案 35.5 億円（免震棟 9,000+新築 2,000＝11,000 ㎡）←委員会基本計画案 

（新築案＝38.8 億、減築案＝30.5 億） 
   ・オリンピック招致決定 
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